
街頭防犯カメラシステムモデル事業について

１ 事業概要

警察が設置・運用する街頭防犯カメラは、公共空間における犯罪の予防

並びに犯罪発生時の速やかな認知及び的確な対応の確保を目的としてい

る。

この目的を十分に達成するためには、限られた人員体制でも効果的な運

用を可能とする異常行動検出機能が必要であり、また、プライバシーに関

する国民の不安を払拭する機能の強化も重要である。

本事業は、これらの機能を装備した警察としての標準的な街頭防犯カメ

ラシステムをモデル地区において実証・開発するとともに、効果的運用の

ためのガイドラインを策定するものである。

なお、事業期間については平成２１年度からの２ヶ年を予定している。

２ モデル地区

神奈川県川崎市ＪＲ川崎駅東口地区

３ 有識者研究会

事業の実施に当たっては、法律、都市工学、画像情報処理等の専門家や

自治体、地域住民の代表等で構成する研究会を設置し、必要な助言、意見

等をいただきながら、調査・検討を進める予定である。
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